
ポスト2025年の新連携時代
～ 大規模地域医療連携推進法人へ向けて～

衣笠病院グループ理事

武藤正樹
よこすか地域包括推進センター長



社会福祉法人日本医療伝道会 衣笠病院グループ

衣笠病院グループの概要

■神奈川県横須賀市（人口約39万人）に立地

■横須賀・三浦医療圏（4市1町）は人口約70万人

■衣笠病院許可病床198床 ＜稼働病床194床＞

■病院診療科 ＜〇は常勤医勤務＞

〇内科、神経科、小児科、〇外科、乳腺外科、

脳神経外科、形成外科、〇整形外科、〇皮膚科、

〇泌尿器科、婦人科、〇眼科、〇耳鼻咽喉科、

〇ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科、〇放射線科、〇麻酔科、〇ホスピス、東洋医学

■病棟構成

DPC病棟（50床）、地域包括ケア病棟（91床）、回復期リハビリ病棟（33床）、ホスピス（緩和ケア病棟：20床）

【2021年9月時点】
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■併設施設 老健（衣笠ろうけん）、特養（衣笠ホーム）、訪問診療クリニック 、訪問看護ステーション
通所介護事業所など
■ グループ職員数750名
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パート１
ポスト2025年、2040年とは



第１ゴール
2025年

第2ゴール
2040年

75歳以上

65～74歳

65歳以上

2025年問題
団塊世代
が75歳以上

2040年問題
団塊ジュニア
が65歳以上



GDP対比21.5％
140兆円

GDP対比23.8～24％

190兆円

120兆円



558万人減 1192万人減

2025年から2040年
の15年間で東京都
の人口が消える



ポスト2025年
国の財政も最大ピンチ



財政のワニのあごがはずれた！

財務省資料より

60兆円の
補正予算



人口問題の
ワニの口



2040年
2025年万人



ポスト2025年、2040年
「カネなし、ヒトなし、借金漬け」の

時代・・・



パート２
ポスト2025年の

新たな地域医療構想

①

② ③

三位一体改革の
推進



新型コロナを契機に
三位一体改革を推進すべき

社会保障審議会・医療部会（2020年8月24日）



地域医療構想

千葉県地域医療構想調整会議







地域医療構想及び医師確保計画に関する
ワーキンググループで

地域医療構想の進捗状況が報告
2023年5月25日



高齢者の受け皿
の回復期病床が
増えていない



民間病院の
進捗が遅れ
ている





公立・公的
４２４病院再編リスト

地地域医療構想ワーキンググループで公表

（２０１９年９月２６日）

まずは公立・公的
病院から・・・





４２４病院





424施設から7施設を外し、20
施設を加えて440施設となった

入力漏れは我々の
ミスであり、深く
反省したい。

厚労省医政局地域医療計画課長の鈴木健彦氏（1月17日）



新型コロナで
440病院リスト見直し

•当初、424病院リストの検証期限については、機能の見直しにつ
いては2019年度中に、再編統合については2020年秋までに行うこ
ととしていた

•厚労省は、2020年3月4日の通知

•「今回の新型コロナウイルス感染症拡大防止の観
点から『改めて整理する』」として、事実上の「期
限延長」を決めた

•このため新型コロナ感染拡大を受けて、今回の424病院リ
ストでもその感染症病床については再考が必要

•全国の感染症病床の9割は公立・公的病院によって占めら
れ、424病院の内、24病院が感染症指定病院だからだ。

•そして感染症病床はこれまで削減され続けてきた。

コロナ禍が
襲う！！



結局、地域医療構想は
尻つぼみ・・・



ポスト2025年の
新たな地域医療構想

•ポスト2025年の地域医療構想
•目標年は2040年
• 2040年は団塊ジュニアが後期高齢者と
なり、高齢者人口のピークの年

• 2040年以降、高齢者人口も減少の一途
をたどる

•新地域医療構想
• 新地域医療構想は2023年度から2024年度
において検討し、2025年度に都道府県で
作成し、2026年度から実施に移すとして
いる。



ポスト2025年、2040へ向けた
新たな地域医療構想

• 2022年12月地域医療構想医師確保ワーキング
グループ
• 現在の地域医療構想における病院機能報告では「自院の希
望」を申告するが、新たな地域医療構想では、高度急性期、
急性期、回復期などの病院機能を定量基準を導入する必要が
あるとする考え方がある。

• 自主的な機能転換ではなく基準にも基づいて病床転換を各病
院に納得してもらう方式にする？

• コロナ感染パンデミックの経験から、新興感染症対応を踏ま
えた「必要病床量」を考える必要がある

• 入院だけでなく外来や在宅などの外来医療計画も含んだ地域
医療構想とすべき

• さらに人口100万人を超える巨大な地域医療構想区域では、
病院数が多すぎて議論が進まない。このため構想区域の在り
方を改めて検討すべきとの意見もある。





パート３
地域統合ネットワーク

IHN：Integrated healthcare 
Network





囚人のジレンマ：互いに協調する方が裏切り合うよりもよい結果になることが分かっていても、
皆が自身の利益を優先している状況下では、互いに裏切りあってしまう





国民会議のポイント
医療法人制度・社会法人制度の見直し

• 医療法人等の間の競合を避け、地域における医療・介護サービスのネッ

トワーク化を図るためには、当事者間の競争よりも協調が必要であり、

その際、医療法人等が容易に再編・統合できるよう制度の見直しを行うことが

重要である。

• このため、医療法人制度・社会福祉法人制度について非営利性や公共性の

堅持を前提としつつ、機能の分化・連携の推進に資するよう、例えばホー

ルディングカンパニーの枠組みのような法人間の合併や権利の移転等を速や

かに行うことができる道を開くための制度改正を検討する必要がある。

・複数の医療法人がグループ化すれば、病床や診療科の設定、医療機器の設置

、人事、医療事務、仕入れ等を統合して行うことができ、医療資源の適正な

配置・効率的な活用を期待することができる。



地域連携ネットワークから地域統合ネットワークへ

Ｊk

地域統合ネットワーク

共同購買
GPO

クラウド
電子カルテ

非営利ホールデイ
ングカンパニー

今後



連携ネットワークから統合ネットワークへ

•地域連携ネットワーク（現状）
• 経営主体の異なる医療機関・介護福祉施設の連携

• 医療計画における連携推進
• 疾病別・事業別ネットワーク

•地域統合ネットワーク（今後）
• 経営主体の異なる医療機関、介護福祉事業体等を経営
統合した事業体を形成→IHN

• IHN（Integrated Healthcare Network)とは
• 50km~100Km医療圏に急性期病院、回復期リハ、慢性期病院、
診療所、介護施設、在宅医療・介護

• 売り上げ規模1000億～2000億円規模の統合ネットワーク

• 保険者、物流、医療人材、情報の統合ネットワークを形成

• 医療人材養成機関（大学）を併設あるいは連携



IHN(Integrated Healthcare 
Network)とは？

広域医療圏統合ネットワーク

キヤノングローバル戦略研究所 研究主幹
国際医療福祉大学大学院特任教授

松山幸弘氏



１つの広域医療圏で設立する
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IHNモデルの形成の過程

・米国の病院はもともと民間非営利が中心で構成

・1980年後半から1990年代に政府の医療費抑制策
により病院の収益が悪化～DRGの導入～

・またマネジドケアに対抗するため病院の統合に
よる規模拡大が盛んになった

•統合は1980年代は類似の機能をもつ病院の水平
統合から始まった

• 1990年代からは垂直統合によるIHNが盛んになっ
て現在に至る



IHNモデルの成功の秘訣

•地域における医療機関の大規模な統合ネットワーク
の形成

•規模のメリット、ネットワーク内の機能分化と重複
投資の防止を通じて、浮いた財源で医療技術の進歩
に合わせた設備投資と人材育成を継続

•医療人材養成機関（医学部、看護学部など）を併設

•医療における民間的経営手法を徹底的に追求する

•医療と経営の分離

•民間非営利手法による地域連携から地域統合へ



パート４
米国のIHN事例

センタラヘルスケア（バージニア州ノースフォーク）



ＩＨＮモデル分類 松山幸弘氏

• ①純民間型・１地域密着型
• センタラ・ヘルスケア（バージニ
ア州ノースフォーク）

• インターマウンテン・ヘルスケア
（ユタ州ソルトレーク）

• ②自治体立・１地域密着型
• サラソナ・メモリアル・ヘル
スケア（フロリダ州）

• ③全国展開型
• アセンション・ヘルス（カトリッ
ク系）

• カソリック・ヘルスケア・ウェス
ト

• ④純民間・医科大学業
務提携型
• センタラ・ヘルスケア
• ワシントン大学と業務提携し
たＢＪＣヘルスケア（ミズー
リ州セントルイス）

• ⑤医科大学主導型
• ＵＰＭＣ（ピッツバーグ大学
メデイカルセンター、ペンシ
ルベニア州ピッツバーグ）

• ⑥完全統合クローズ型
• カイザーパーマネンテ
（カリフォルニア州オー
クランド市）



①純民間型・１地域密着型
センタラ・ヘルスケア
•センタラヘルスケア

• センタラ・ノーフォーク
総合病院を中核とし、半
径100キロメートルの医療
圏に約120の医療関連施設
を保有する複合事業体

• 総合病院と小児専門病院
などの専門病院を中核と
して医療機関を経営統合

• 医科大学を併設
• 開業医ネットワークとの
連携

• 機能の重複を上手く避け
て、互いに補完し合って
いる

• 規模のメリットを追求
ノースフォーク バージニア州

センタラヘルスケア



Sentara Healthcare



Sentara Healthcare



⑤医科大学主導型
UPMC(ピッツバーグ大学メデイカルセンター）











パート5
地域医療連携推進法人と

大学の役割

日本版IHN



医療法人の事業展開等に関する検討会

２０１３年１１月











岡山大学 森田 潔

岡山大学メディカルセンター構想
～岡山における医療・福祉サービス提供体制の効率化と地域経済活性化の実現～

平成26年3月28日
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（２） 岡山大学メディカルセンター構想の概要

国立大学法人岡山
大学

意思決定機関

岡山市
独立行政法人

労働者健康福祉機構
日本赤十字社

社会福祉法人

恩賜財団済生会
独立行政法人

国立病院機構

OUMC
岡大病院

OUMC
岡山市民病院

OUMC
岡山労災病院

OUMC
岡山日赤病院

OUMC
岡山済生会病院

OUMC
国立医療センター

岡山21世紀型地域ネットワーク

岡山大学メディカルセンター

Okayama University Medical Center (OUMC)

公立
病院

民間
病院診

療
所

診
療
所

診
療
所

非営利ホールディングカンパニー型法人

しかし、構想は
実現せず・・



米メイヨー・クリニック
のような巨大ヘルスケア
提供機関を作るための持
ち株会社制度などを通じ
て医療分野の発展を促す

2014年1月22日ダボス会議

安倍首相も
亡くなって、
構想も立ち
消え



地域医療連携推進法人

64

全国32法人

地域連携から地域統合へ



2013年12月





一般社団法人



都道府県 地域医療連携推進法人名 認定年月日

北海道 南檜山メディカルネットワーク 2020年９月１日

上川北部医療連携推進機構 2020年９月１日

青森県 上十三まるごとネット 2021年３月29日

山形県 日本海ヘルスケアネット 2018年４月１日

福島県 医療戦略研究所 2018年４月１日

ふくしま浜通り・メディカル・アソシエーション 2019年10月１日

茨城県 桃の花メディカルネットワーク 2019年11月29日

栃木県 日光ヘルスケアネット 2019年４月１日

千葉県 房総メディカルアライアンス 2018年12月１日

神奈川県 さがみメディカルパートナーズ 2019年4月１日

横浜医療連携ネットワーク 2020年12月22日

岐阜県 県北西部地域医療ネット 2020年４月１日

静岡県 ふじのくに社会健康医療連合 2021年４月７日

静岡県東部メデイカルネットワーク 2021年9月9日

愛知県 尾三会 2017年４月２日



都道府県 地域医療連携推進法人名 認定年月日

滋賀県 滋賀高島 2019年４月１日

湖南メディカル・コンソーシアム 2020年４月１日

大阪府 北河内メディカルネットワーク 2019年６月12日

弘道会ヘルスネットワーク 2019年６月12日

泉州北部メデイカルネットワーク 2021年6月11日

兵庫県 はりま姫路総合医療センター整備推進機構 2017年４月３日

川西・猪名川地域ヘルスケアネットワーク 2021年４月１日

岡山県 岡山救急メディカルネットワーク 2021年３月30日

島根県 江津メディカルネットワーク 2019年６月１日

雲南市・奥出雲町地域医療ネットワーク 2021年6月16日

広島県 備北メディカルネットワーク 2017年４月２日

高知県 清水令和会 2020年３月31日

高知メディカルアライアンス 2020年12月28日

佐賀県 佐賀東部メディカルアライアンス 2021年１月29日

鹿児島県 アンマ 2017年４月２日
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地域医療連携推進法人数（累積）

地域医療連携推進法人数（累積）

32法人



３０法人が
検討中

大学病院
主導型



大学病院主導型
地域医療連携推進法人



地域連携推進法人尾三会
（愛知県）

• 湯澤氏は、「高度急性期病院から回
復期の病医院、慢性期の病院、在宅
までの患者さんの流れを、この地区
に特化した形で構築することが法人
設立の第一義」と語る

• 同院は、診療の大きな柱に「がん治
療」を掲げ、大学病院に希少な緩和
ケア病棟を備えるが、その運用に関
しては、常時、在宅の状況まで把握
できる関係が地域との間に築かれて
いる。

• 「それを一般的な疾患にまで広げ、
在宅までシームレスに追うことので
きる仲間ができたということです」
（湯澤氏）

• 一方、「目にみえるメリット」とし
て、医療・介護従事者等の相互派遣、
勉強会や研修業務の共同実施、医薬
品の共同購入等による、人材供給の
安定化や医療・介護の均質化、経営
の効率化などを挙げる

藤田保健衛生大学病院
湯澤由紀夫 病院長



尾三会 地域連携推進法人

27法人



電子カルテ共同利用、
給食セントラル化

• 電子カルテ等システムの共同利用
• 高度急性期医療から在宅医療までの一連の流れの中で効
率的に患者情報を電子的に共有し利用するため、高度急
性期医療を担う藤田医科大学病院の電子カルテシステム
を他参加法人へ拡張する方法等について検討する。

• 画像データ（CTやMRI）の情報共有化を実施する。

• 病院給食、介護・福祉給食サービスの共同化
• 藤田医科大学病院が実施している適時適温の食事提供シ
ステムを、参加法人施設で共同実施することを目指し、
実現の可能性調査を実施し検討する。
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自治体病院主導型
地域連携推進法人



地域医療連携推進法人 日本海ヘルスケアネット
2018年1月（山形県酒田市）

栗谷理事長







地域の公立病院主導型
地域連携推進法人



広島県の中山間
地域の医師不足

解消が
法人設立の動機





備北メディカルネットワーク

合計
855床







大規模な地域医療連携推
進法人が出来ないワケ

〇現行の地域医療連携推進法人は
非営利性を強調しすぎ？
〇民間事業者の入る余地が少ない
〇医療情報ネットワーク、共同購入、
人材派遣など民間モデルを積極的に
活用すべき。



まとめと提言
・大型の地域医療連携推進法人を国内で普
及させるには・・・
・大学を中核とした地域医療連携推進法人
が大型化のカギ
・医療情報システム、人材派遣、共同購入
などに民間事業者の活用が必要
・尾三会に学ぼう！

・



医療介護DX
～コロナデジタル敗戦からＡＩまで～

• 武藤正樹著
• DXやAIはこれからの医療・介
護に必須である。
本書はDXやAIに関心がある方、
これから学ぼうとする方へ基
礎をわかりやすく解説した

• 発行：日本医学出版

• 2023年5月29日
• A5判
• 216ページ
• 定価 2,200円+税

トラブル続き
のマイナン
バー

https://www.hanmoto.com/bd/search/publisher/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E5%8C%BB%E5%AD%A6%E5%87%BA%E7%89%88


ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイトに公開し
ております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
muto@kinugasa.or.jp

日本医療伝道会衣笠病院グループで外来、老健、在宅クリニックを
担当しています。患者さんをご紹介ください

mailto:muto@kinugasa.or.jp
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